[bookmark: _GoBack]様式第６号(第11条関係)施工事業者に代金を支払った日（領収日）から３０日以内もしくは報告期限の令和９年３月１９日のどちらか早い日までにご提出ください。


令和８年　７月１０日
　都城市長　　宛て
住　　　所　　　 都城市姫城町６街区２１号押印は不要です。なお、訂正印として使う場合は代表者印が必要となりますのでご注意ください。

名称(法人のみ)　 株式会社　都城
代表者氏名　　　 代表取締役　都城　太郎
　　　　　　　　　　　　　
　　
本件担当者　　部　　署　　　総務課
　　　　担当者氏名　　盆地　一郎
　　　　電話番号０９８６－９９－９９９９
　　　　　　　

補助金等実績報告書

　令和８年●月◆日付け都商第▲▲ - ■■号で交付決定のあった下記補助事業の実績について、関係書類を添えて報告します。

１　補助事業等の名称　都城市商工業者等省エネルギー設備導入支援事業費補助金施工事業者に代金を支払った日（領収日）をご記入ください。

２　補助事業等の完了年月日　　　　令和８年　７月5日
３　補助金等の交付決定金額　　　　　１,０００,０００　円交付決定通知書（変更交付決定通知書）の交付決定金額をご記入ください。
空欄でのご提出でも結構です。

４　補助金等の既交付金額　　　　　　　　　 　　０　円
５　添付書類
[image: ]　　☑(１)　事業報告書（別紙１）
☑(２)　収支決算書（別紙２）
☑(３)　請求書の写し(補助対象経費と対象外経費の区別ができるもの)
☑(４)　領収書その他代金を支払ったことを証明する書類の写し
☑(５)　補助対象経費に係る契約書又は注文書等の写し
☑(６)　対象設備の設置状況の分かる写真ホームページに掲載している「実績報告時提出書類確認表」を確認し、添付書類の漏れがないように注意してください。
（１）～（６）以外の書類の添付が必要な場合は、（７）にチェックを入れてください。


□(７)　その他市長が必要と認める書類


（別紙１）導入設備が２種類以上ある場合は、事業報告書はそれぞれ作成してください。
（ＬＥＤ設備を複数種類購入する場合は、一覧等を別途作成してご提出いただくことも可能です。）


事業報告書
	事業者名称
	株式会社　都城

	設備を設置した
事業所の所在地
	都城市姫城町６街区21号

	導入設備
	☑  空調設備　 　□ 冷凍・冷蔵設備(ショーケース含む)　　 
□ 変圧器 　　　□ モーター　 　□ ＬＥＤ照明設備　
□ 給湯設備　　 □ ボイラー

	導入設備用途
	工場内の冷暖房用

	導入設備の内容
	製品名
	業務用パッケージエアコン

	
	型番
	ＲＰ－ＡＰ２８０ＣＨＶＰ１

	
	規格･容量
	三相２００Ｖ　１０馬力

	
	動力源(燃料)
	電気申請時の内容を御記入ください。
（機器の変更等で変更申請を提出された際は、変更後の内容をご記入ください。）


	
	燃料消費量/年
	４，９２４Ｋｗｈ

	
	設備の調達先
	名称　有限会社　都城電業
住所　都城市太郎坊町１８４０番地２

	着手年月日
	　　令和８年　６月　１日

	完了年月日
	　　令和８年　７月　1日


・着手年月日は、契約日、注文日になります。
（交付決定日前は補助対象外となります。）
・完了年月日は、領収日もしくは先払いの際は完工日になります。
（完工日の際は、完工証明書を作成、添付してください。）












（別紙２）
収支決算書


収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位:円)
	項　　目
	予算額
	決算額
	備考

	市補助金
	１,０００,０００
	１,０００,０００
	

	自己資金
	１,４５３,０００
	１,４５３,０００
	

	
	
	
	

	計
	２,４５３,０００
	２,４５３,０００
	







申請時の内容をご記入ください。
（機器の変更等で金額の増減があった際には、変更申請時の内容をご記入ください。）







支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位:円)
	項　　目
	予算額
	決算額
	うち
補助対象経費
	備考

	設備費
	１,５００,０００
	１,５００,０００
	１,５００,０００
	

	設備工事費
	４０５,０００
	４０５,０００
	４０５,０００
	

	設備運搬費
	１００,０００
	１００,０００
	１００,０００
	

	処分費
	２５,０００
	２５,０００
	０
	

	諸経費
	２００,０００
	２００,０００
	１５０，０００
	

	消費税
	２２３,０００
	２２３,０００
	０
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	２,４５３,０００
	２,４５３,０００
	２,１５５,０００
	


※事業経費の内訳が分かる請求明細書等根拠資料を基に記入すること。
※補助対象経費の算定を適切に行うこと。
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